
障害者自立支援法改正及び児童福祉法改正に関する 

事業者等説明会 次第 

 

                        
                       日時：平成23年11月28日（月） 

（１回目） 10:00～12:00 受付９:30～ 
（２回目） 13:30～15:30 受付13:00～ 

                       場所：神奈川県総合医療会館 ７階 講堂 
                        
                       日時：平成23年12月２日（金） 
                       （３回目） 10:00～12:00 受付９:30～ 
                       （４回目） 13:00～15:00 受付13:30～ 

         場所：かながわ県民センター ２階 ホール 

 

≪１回目・４回目≫ 

１ 障害者自立支援法の改正について 

 

２ 児童福祉法の改正について 

 

３ その他 

 

 

 

≪２回目・３回目≫ 

１ 障害者自立支援法の改正について 

 

２ その他 

 

 

 

＜資 料＞ 

持参いただく資料は次のとおりです。各自でダウンロード・印刷の上、当日持参してください。 

なお、資料については各回共通です。 

****************************************************************************************** 

掲載場所：｢障害福祉情報サービスかながわ｣→｢１神奈川県からのお知らせ｣→｢３事業者等説明会｣ 

登録日付：２０１１/１１/２１ 

文 書 名：『障害者自立支援法改正及び児童福祉法改正に関する事業者等説明会資料』 

****************************************************************************************** 

 
【注意事項】 
◆ 当日配布する資料はありません。必ず説明会資料を印刷してお持ちください。 
◆ 受付開始時間前からの受付は行いません。 
◆ 受付で出席票を提出していただきますので、当日ご持参ください。 
◆ 会場内が非常に混雑する場合がありますので、席は詰めてご着席ください。 
 



《メモ》 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成23年11月28日・12月２日開催 

 

神奈川県保健福祉局福祉・次世代育成部 

障害サービス課 

 

 

※現時点の厚生労働省資料等を参考に作成しています。今後変更される可能性があります。 

障害者自立支援法改正及び児童福祉法改正に関する 

事業者等説明会 

《資 料》 



平成24年4月以降の制度の見直しについて

平成23年11月28日・

平成23年12月２日開催

事業者等説明会資料

※現在示されている案に基づくものであり、今後変更される可能性があります。

神奈川県保健福祉局福祉・次世代育成部

障害サービス課

サービス管理責任者の取扱いについて

現行の取扱い

実
務
経
験

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
研
修

（
３
日
間
）

サービス管理責任者補足研修
（2日間）

平成18年度以降実施の

相談支援従事者初任者研修

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者

又は

実務経験の要件を満たしていれば、研修を受講していな
い場合であってもサービス管理責任者として配置できる。

実務経験の要件を満たし、既にサービス管理責任者として配置さ
れている方は、｢サービス管理責任者研修｣と「サービス管理責任者
補足研修」を平成23年度末までに受講する必要がある。

平成17年度ま

でのケアマネ
ジメント研修

又は

サービス管理責
任者補足研修
（１日間）
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サービス管理責任者の取扱いについて

≪平成24年３月末に指定されてる事業所≫

●平成25年３月31日までは、サービス管理責任者の研修修了の要件を満
しているものとみなす。

●多機能型事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所、複数の昼間
実施サービスを行う障害者支援施設については、平成25年３月31日まで
の間に当該事業所において提供されるいずれかの障害福祉サービスの
サービス管理責任者の研修を修了している場合は、平成27年３月31日ま
での間は、すべての障害福祉サービスの研修修了の要件を満たしている
ものとみなす。

平成24年４月1日

指定

指定①

指定②

平成25年３月31日 平成27年３月31日

【多機能型の場合】

この間に研修を修了すること

この間に①、②の分野のうち、
いずれかの研修を修了すること

残りの研修を修了すること

サービス管理責任者の取扱いについて

≪平成24年4月1日以降の新規指定の事業所≫

●事業開始後１年間は、サービス管理責任者の研修修了の要件を満たして
いるものとみなす。

●多機能型事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所、複数の昼間
実施サービスを行う障害者支援施設については、事業開始後１年間に当
該事業所において提供されるいずれかの障害福祉サービスのサービス管
理責任者の研修を修了している場合は、事業開始後３年間は、すべての
障害福祉サービスの研修修了の要件を満たしているものとみなす。

≪やむを得ない事情によりサービス管理責任者が欠如した事業所≫

●当該事由発生後１年間は、サービス管理責任者の研修修了の要件を
満たしているものとみなす。
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H24.4.1H24.3.31
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平成23年11月28日･12月２日資料 

神奈川県障害福祉課    

相談支援体制の充実等について（ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊市町村による相談支援事業（自立支援法第77条 地域生活支援事業）の相談支援事業は現行と同じ。 

＊指定特定相談支援事業所は、計画相談支援を担う。 

＊指定一般相談支援事業者は、地域相談支援を担う。 

＊障害児相談支援事業者は、障害児相談支援を担う。 

2011/10/31 厚生労働省主管課長会議資料より抜粋 

１ 障害者・児の相談支援体系の見直し  

9



平成23年11月28日･12月２日資料 

神奈川県障害福祉課    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① サービス等利用計画案の作成について 

・障害者と障害児の居宅サービス利用者は、特定相談支援事業者が行う。 

・障害児の通所サービス利用者は、障害児相談支援事業者が行う。 

・相談支援の提供の開始について当該利用申込者の同意を得なければならない（厚生労働省令第百七十三号 

第5条）。 

・指定相談支援事業所の管理者は、相談支援専門員に地域の利用者等からの日常生活全般に関する相

談に関する業務及びサービス利用計画の作成に関する業務を担当させる（厚生労働省令第百七十三号 第

15条）。 

② 相談支援事業所の支援について 

[1] アセスメントの実施 

[2]サービス利用計画の作成 

[3]サービス担当者会議の開催 

[4]サービス利用計画の実施状況の把握 

③契約内容の報告等 

・指定相談支援の提供に係る契約が成立した時は、遅滞なく市町村に対し契約成立の旨を報告しなけ

ればならない。指定相談支援事業者が計画作成対象障害者等に対してサービス利用計画作成を行っ

たときは、市町村にその写しを遅滞なく提出しなければならない（H18.9．29厚生労働省令第百七十三号 

第6条）。 

・指定相談支援事業者は、原則として、利用申込みに対して応じなければならない。特に、障害程度

区分や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止するものである（H18.9．29厚生労働

省令第百七十三号 第7条）。 

 

2011/10/31 厚生労働省主管課長会議資料より抜粋 

２ 支給決定プロセスの見直し  
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平成23年11月28日･12月２日資料 

神奈川県障害福祉課    

 

 

（１）対象者及びサービス内容 
①対象者 

（障害者自立支援法の対象者） 

・障害福祉サービス又は地域相談支援を利用するすべての障害者 

・障害福祉サービスを利用するすべての障害児 

（児童福祉法の対象者） 

・障害児通所支援を利用するすべての障害児 

＊平成24年度から段階的に拡大し、平成26年度までにすべての対象者に実施。 

②サービス内容 
（サービス利用支援・障害児支援利用援助） 

・支給決定又は変更前に、サービス等利用計画・障害児支援利用計画案を作成。 

・支給決定又は変更後、サービス事業者等との連絡調整、計画の作成。 

（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助） 

・厚生労働省令で定める期間ごとに、サービス等の利用状況の検証を行い計画の見直しを行う（モ

ニタリング）。 

・サービス事業者等との連絡調整、支給決定又は支給決定の変更に係る申請の勧奨。 

 

（２）モニタリング 

 

 

 

 

４ 地域相談支援 

（１）対象者 

（地域移行支援） 

 ・障害者支援施設又は児童福祉施設に入所している障害者 

・精神科病院等に入院している精神障害者 

（地域定着支援） 

 ・施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した者、地域生活が不安

定な者等 

（２）サービス内容 

（地域移行支援） 

・住居の確保、その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談。 

（地域定着支援） 

・常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談。 

（３）給付決定の有効期限 

（地域移行支援） 

・６か月以内。市町村が必要と認める場合は６ヶ月以内で更新可。 

（地域定着支援） 

  ・1年以内。対象者の状況に応じて必要に応じて更新可とする。 

 

５ 相談支援の提供体制の整備と質の確保 

 

 

2011/10/31 厚生労働省主管課長会議資料より抜粋 

３ 計画相談支援・障害児相談支援  
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平成23年11月28日･12月２日資料 

神奈川県障害福祉課    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 基幹相談支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

７ 成年後見制度利用支援事業の必須事業化 

 

2011/10/31 厚生労働省主管課長会議資料より抜粋 

４  相談支援の提供体制の整備と質の確保 

５ 基幹相談支援センターについて 
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平成24年４月以降の相談支援事業者の

指定について

※現在示されている案に基づくものであり、今後変更される可能性があります。

神奈川県保健福祉局福祉・次世代育成部

障害サービス課

平成23年11月28日・

平成23年12月２日開催

事業者等説明会資料

【留意点】

●期間内に指定申請しないときは、その効力を失う。

⇒申請先は県（事業所所在地が政令市・中核市の場合は市）

●指定特定相談支援（計画作成担当）や指定障害児相談支援
を実施する場合は、指定申請が必要。⇒申請先は市町村

●地域移行支援、地域定着支援どちらか一方を行うことも可能。

既に指定相談支援事業所の指定を受けている事業所の場合

施行（平成24年４月１日）の際に、既存の指定相談支援事業者は、
1年以内の省令で定める期間内は「指定一般相談支援事業者（地
域移行・定着担当）」とみなす。
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【留意点】

●申請先は県（事業所所在地が政令市・中核市の場合は市）。

●指定特定相談支援（計画作成担当）や指定障害児相談支援を実施する
場合は、指定申請が必要。⇒申請先は市町村

●地域移行支援、地域定着支援どちらか一方を行うことも可能。

新規に指定一般相談支援の指定を受ける事業所の場合障

指定特定相談支援の指定を受ける事業所の場合障

【留意点】

●申請先は事業所所在市町村

●三障害対応可であることが必要

⇒他の事業所との連携により対応可能な場合でもよい。

●医療機関や行政機関等の関係機関との連絡体制の確保。

●対象者を障害児のみとすることが可能。

●事業所の所在市町村以外の障害者（児）への支援も実施可能。

【留意点】

●申請先は事業所所在市町村

●三障害対応可であることが必要

⇒他の事業所との連携により対応可能な場合でもよい。

●医療機関や行政機関等の関係機関との連絡体制の確保。

●事業所の所在市町村以外の障害児への支援も実施可能。

●障害児相談支援を行う場合は、特定相談支援も併せて指定
を受けることが想定されている。

⇒障害児の居宅サービスについては特定相談支援事業者

が行うこととされ、居宅及び通所サービスの一体的な計画

を作成する必要があるため。

指定障害児相談支援の指定を受ける事業所の場合児
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→ P.８ 

→ P.17 

→ P.18
→ P.19

POINT 2 
 

これまで児童福祉法により支援

を行っていた18歳以上の障害児

施設入所者については、子ども

から大人にわたる支援の継続性

を確保しつつ、より適切な支援

が行われるようにする観点か

ら、障害者自立支援法で対応す

ることになります。 

障害児施設入所者が、引き続い

て障害者支援施設に入所する場

合は、当該入所者が18歳となる

日の前日に保護者であった者が

有した居住地が所在する市町村

が実施主体となります。 

（注：重心施設も同様の対応） 

 
POINT 1 

 
在宅サービスや児童デイサービ

スの実施主体が市町村になって

いる等を踏まえ、障害児通所支

援については、障害児の保護者

が居住する市町村が実施主体と

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT １ 

児童デイサービスも、通園施設も同じ

「児童発達支援事業」を行いますが、児

童デイサービス事業所は「児童発達支援

事業所」となり、通園施設は「児童発達

支援センター」となります。センターは

地域の中核的な療育支援施設となりま

す。 

POINT ２ 

現在、指定児童デイサービス事業所（Ⅰ

型を実施していない事業所も含む）、通

園施設の皆さんは、4月1日に児童発達

支援の指定を受けているとみなされま

す。「児童発達支援管理責任者」を配置

し、個別支援計画を作って支援します。 

私の法人では児童デイ

サービス事業所と通園

施設があります。今後ど

うなるのですか！？ 
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私は児童デイサービス事

業所です。今後どうなる

のですか！？ 

POINT １ 

児童デイサービスのⅡ型のイメージで、

「児童発達支援管理責任者」を配置し、

個別支援計画を作って支援します。 

POINT ２ 

学校からの送迎、夏休み等とそれ以外の

サービス提供時間の違い等を、報酬上考

慮される予定です。 

POINT ３ 

現在の児童デイサービスと同様に、引き

続き利用の必要性が認められる場合には

満20歳に達するまで利用可能です。 

POINT ４ 

現在、指定児童デイサービス事業所の皆

さんは、4月1日に放課後等デイサービス

の指定を受けているとみなされます。た

だし事業所番号が変更になるため、新し

い事業所番号が付番されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は通園施設です。保

育所等訪問支援を実施

しなければならないので

すか！？ 

POINT １ 

現在の通園施設は「児童発達支援センタ

ー」とみなされますが、保育所等訪問支

援はそのセンターの必須事業となる予定

です。 

POINT ２ 

保育所等訪問支援を行うための体制整備

等に、3年間の経過措置があります。 

POINT ３ 

報酬は、提供時間ではなく、回数により

算定する方法が予定されています。 

POINT ４ 

人員基準は「訪問支援を行うために必要

な数」を配置する必要があります。 
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放課後等デイサービス 5県市 みなし × 1年（※1） 番号の通知

児童発達支援 5県市 みなし × 1年（※1） 番号の通知

児童発達支援センター 5県市 みなし × 1年（※1）

児童発達支援 5県市 みなし × 1年（※1） ×

保育所等訪問支援 5県市 新規
実施する場合

○
6年 ○

放課後等デイサービス 5県市 新規
実施する場合

○
6年 ○

特定相談支援 全市町村 新規
実施する場合

○
6年 ○

障害児相談支援 全市町村 新規
実施する場合

○
6年 ○

障害児入所支援
（医療型・福祉型）

5県市 みなし ×
現在の

有効期間
×

障害者支援施設 5県市 新規
原則18歳以上の利用者

がいる場合（※2）

○
6年 ○

療養介護 5県市 新規
原則18歳以上の利用者

がいる場合（※2）

○
6年 ○

児童発達支援 5県市 新規
未就学児がいる場合

○
6年 ○

放課後等デイサービス 5県市 新規
就学児童に対して

実施する場合
○

6年 ○

生活介護 5県市 新規
成人がいる場合

○
6年 ○

放課後等デイサービス 5県市 新規
実施する場合

○
6年 ○

児童発達支援 5県市 新規
実施する場合

○
6年 ○

特定相談支援 全市町村 新規
実施する場合

○
6年 ○

障害児相談支援 全市町村 新規
実施する場合

○
6年 ○

一般相談支援 5県市 みなし × 1年（※1） ×

成
人
関
係

政令市・中核市域に
所在する指定事業所
（権限移譲関係）

各サービス種類 4市 みなし ×
現在の

有効期間 ×

5県市…神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市

4市…横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市

全市町村…神奈川県内のすべての市町村

● 新規指定申請を行う場合は、指定申請書類を準備する必要があります。

● みなし指定の場合も、一部書類の提出をお願いする予定です。（体制届等）

※１みなし指定は、施行日（平成２４年４月１日）から１年以内であって厚生労働省令で定める期間まで。

※２18歳～20歳未満の利用者については、障害児施設の利用延長もありえますので、児童相談所と調整が必要です。

日中一時支援等で児
福法に参入しようと
する事業所

※現状での整理であるため、今後変更になる可能性があります。

指定の
有効期間

平成24年4月の
指定申請
要…○

不要…×

事業所指定に関する整理

障害児入所施設

重心通園事業

現在のサービス

児童デイサービス

通園施設

指定書発行
有…○
無…×

平成24年4月以降の
サービス種類

相談支援事業所

指定の
実施主体

相
談
関
係

平成24年4月
の指定

児
　
童
　
関
　
係
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みなし指定 新規指定

11月28日

12月2日

提出書類様式等のダウンロード

（県：1月末～2月初に様式等の掲載を予定しています）

新規指定申請書様式等のダウンロード

（県：1月末～2月初に様式等の掲載を予定しています）

２月 各事業所ごとに必要書類の作成 各事業所ごとに必要書類の作成

書類の提出 3月15日までに指定申請

一部の事業所に番号通知書等が到着

（県：児童デイサービスから移行する事業所に、3月末
頃に発送を予定しています。一般相談支援の扱いについ
ては、現在検討中です）

指定書が到着

（県：3月末頃に指定書の発送を予定しています）

４月

５月

※ スケジュールは、自治体により、前後する可能性があります。

※ 現状での整理であるため、今後変更になる可能性があります。

・施設のあり方の方針決定（障害児入所施設）

・定款の変更

・運営規程の新規作成／変更の準備

・契約書の新規作成／変更の準備

・各種規定・パンフレット・ＨＰ等に掲載している施設種別の変更

・経理規程に新たな経理区分の創設

・みなし指定の際に提出する書類、新規指定申請書類の作成

・利用者／保護者に対する説明

・市町村等関係機関への連絡調整

・職員に対する説明（適宜）

第1回請求

事業者説明会（請求・報酬関係）

１．事業所指定のスケジュール（案）

利用者等
の

対応関係

事業所指定の今後のスケジュール

２．平成24年４月までに準備する必要がある事項

事
務
手
続
き
関
係

３月

１月

事業者説明会（制度説明）

事業者説明会（事業所指定関係）

18



障害者自立支援法に関する
指定事務等の権限移譲について

平成23年11月28日・

平成23年12月２日開催

事業者等説明会資料

神奈川県保健福祉局福祉・次世代育成部

障害サービス課

平成24年４月から指定等の権限が変わります

平成23年8月30日に「地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」が公布されました。

平成24年４月から障害者自立支援法に基づく指定や監査の権限等は

政令市・中核市に移譲されます。※政令市・中核市以外は県が行います。

横浜市

川崎市

相模原市

横須賀市

上記以外の市町村

神
奈
川
県

これまでは・・・

横浜市

川崎市

相模原市

横須賀市

上記以外の市町村 神奈川県

平成24年４月以降は・・・

横浜市

川崎市

相模原市

横須賀市
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事業者の業務管理体制の
整備について

平成23年11月28日
平成23年12月2日開催
事業者等説明会資料

神奈川県保健福祉局福祉・次世代育成部

障害サービス課

平成２２年１２月１０日 公布
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障害福祉サービス事業者等による適切なサービス提供を確保するため、法令遵守等の業務管
理体制整備の義務付け、法人本部等に対する立入検査権の創設、不正事業者による処分逃れ

対策、連座制の見直し、事業廃止時のサービス確保など所要の改正が行われます。

法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付
けることにより、指定取消事案などの不正行為を未然に防止するととも
に、利用者の保護と障害福祉サービス等事業運営の適正化を図ります。

業務管理体制は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備
するものであり、事業者の規模等により異なります。

業務管理体制の整備とは？

【法令等遵守態勢の概念図】

法令等遵守とは、単に法令や通達の
みを遵守するのではなく、事業を実
施する上で必要な法令の目的（社会
的要請）や社会通念に沿った適応を
考慮したもの。

態勢とは、組織の様式（体制）だけで
なく、法令等遵守に対する姿勢や体
制づくりへの取組みを指す。

評価・改善
規程・体制
の整備

方針の策定

法令による
義務付け

≪事業者自らの取組み≫

23



整備すべき体制は、各事業者が運営する事業所等の数により異なります。

「法令遵守規程」

24



休止・廃止の届出の時期が、これまでの「休止・廃止後10日以内」から、「休止・廃止予定日の

１か月前まで」に変わります。

立入検査後、10日以内に指定権者が聴聞決定予定日を事業者に通知した場合、聴聞決定予

定日までに廃止の届出を行うと、指定・更新の欠格事由に該当することとなります。

休止届・廃止届が事前届出制に変わります。
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事業を休止・廃止する際に、現に利用している利用者に対するサービス提供が確保されるよう、
事業所に所要の義務を課す等します。

この義務を果たさない場合、都道府県知事等は勧告・命令を行うことができます。

休止・廃止時の利用者へのサービスの確保が義務化されます。
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児童福祉法
第24条の38

指定障害児相談支援事業者
（同法第24条の26第１項第１号）

指定障害福祉
サービス事業者

指定障害者支援
施設等の設置者

指定一般相談支
援事業者

指定特定相談支援
事業者

指定障害児通所支援
事業者

指定医療機関の
設置者

指定障害児入所施設 指定医療機関 指定障害児相談支援事業者

・都道府県知事が指
定する障害福祉
サービス事業を行う
者（同法第29条第1
項）
・「障害福祉サービス
事業」とは、障害福
祉サービス（障害者
支援施設、のぞみの
園その他厚生労働
省令で定める施設に
おいて行われる施設
障害福祉サービス
（施設入所支援及び
厚生労働省令で定
める障害福祉サービ
スをいう。）を除く。）
を行う事業（同法第５
条１項）

・指定障害者支
援施設又はのぞ
みの園（同法第
34条第１項）の設
置者

・都道府県知事
が指定する一般
相談支援事業を
行う者（同法第
51条の14第1
項）
・「一般相談支援
事業」とは、基本
相談支援及び地
域相談支援のい
ずれも行う事業
（同法第５条第
17項）

・市町村長が指定
する特定相談支援
事業を行う者（同法
第51条の17第１項
第１号）
・「特定相談支援事
業」とは、基本相談
支援及び計画相談
支援のいずれも行う
事業（同法第５条第
17項）

・都道府県知事が指
定する障害児通所支
援事業を行う者（同法
第21条の５の３）
・「障害児通所支援」
とは、児童発達支援、
医療型児童発達支
援、放課後等デイ
サービス及び保育所
等訪問支援をいい、
「障害児通所支援事
業」とは、障害児通所
支援を行う事業（同法
第６条の２第１項）

・独立行政法人国
立病院機構又は
独立行政法人国
立精神・神経医療
研究センターの設
置する医療機関
であつて厚生労
働大臣が指定す
るもの（同法第６
条の２第３項）の
設置者

・都道府県知事が指定する
障害児入所施設（同法第24
条の２第１項）
・「障害児入所施設」とは、
次に掲げる区分に応じ、障
害児を入所させて、当該区
分に定める支援を行うこと
を目的とする施設
①福祉型障害児入所施設：
保護、日常生活の指導及
び独立自活に必要な知識
技能の付与
②医療型障害児入所施設：
保護、日常生活の指導、独
立自活に必要な知識技能
の付与及び治療（同法第42
条第１項）

・独立行政法人
国立病院機構
又は独立行政
法人国立精神・
神経医療研究
センターの設置
する医療機関で
あつて厚生労働
大臣が指定する
もの（同法第６
条の２第３項）

・市町村長が指定する障害児相談支
援事業を行う者（同法第24条の26第1
項第1号）
・「障害児相談支援」とは、障害児支
援利用援助及び継続障害児支援利
用援助を行うことをいい、「障害児相
談支援事業」とは、障害児相談支援
を行う事業（同法第６条の２第６項）

国（厚
生労働
大臣）

・当該指定に係る事
業所が二以上の都道
府県の区域に所在す
る指定障害児通所支
援事業者

・指定医療機関の
設置者

・当該指定に係る事業所が
二以上の都道府県の区域
に所在する指定障害児入
所施設の設置者
※同法第２章第２節第３款
（第21条の５の25等）の準
用。

・指定医療機関
の設置者
※同法第２章第
２節第３款（第
21条の５の25
等）の準用。

・当該指定に係る事業所が二以上の
都道府県の区域に所在する指定障害
児相談支援事業者

都道府
県

・上記以外の指定障
害児通所支援事業者

―

・上記以外の指定障害児入
所施設の設置者
※同法第２章第２節第３款
（第21条の５の25等）の準
用。

―
・上記・下記以外の指定障害児相談
支援事業者

市町村 ―

・当該指定に係る事
業所が一の市町村
の区域に所在する
指定特定相談支援
事業者

― ― ― ―
・当該指定に係る事業所が一の市町
村の区域に所在する指定障害児相談
支援事業者

指定障害児入所施設等の設置者
（同法第24条の２第１項）

障害者自立支援法
第51条の２

・上記以外の指定事業者等

・当該指定に係る事業所又は施設が二
以上の都道府県の区域に所在する指
定事業者等
・のぞみの園の設置者

―

障害者自立支援法
第51条の31

・上記・下記以外の指定相談支援事
業者

・当該指定に係る事業所が二以上の
都道府県の区域に所在する指定相談
支援事業者

根拠規定

事業の実
施主体・
施設の設
置主体

定義

届
出
先
・
監
督
権
者

業務管理体制の整備について（概要）

児童福祉法
第21条の５の25

児童福祉法
第24条の19の２

指定障害児事業者等
（同法第21条の５の17第１項）

指定事業者等
（同法第42条第１項）

指定相談支援事業者
（同法第51条の22第１項）
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障害者自立支援法改正及び児童福祉法改正に関する 
事業者等説明会 

＜平成２３年１１月２８日、１２月２日開催＞ 
＜ＦＡＸ送付票＞ 

送信先 

神奈川県保健福祉局福祉・次世代育成部 

障害サービス課 事業支援グループ 

FAX０４５（２０１）２０５１ 

                                 質 問 票 
法 人 名  

事業所・施設名  

氏   名  

連 絡 先 電 話  FAX  

 

質 問 項 目  

 ＜質問内容＞ 

 

※本票での質問は、平成２３年１２月１５日まで受け付けます。 




